
T
P
P
問
題
へ
の取

り
組
み
は

交
渉
参
加
の
方
向
に
な
れ
ば
痛

み
を
受
け
る
可
能
性
の
あ
る
産
業
へ

の
対
応
は
ど
う
か
。

本
市
に
お
い
て
、
と
り
わ
け
痛

み
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
と
思
わ

れ
る
農
業
に
つ
い
て
、
平
成
24
年
度

に
は
、
足
腰
の
強
い
経
営
体
を
確
保

す
る
た
め
、
新
規
就
農
者
や
担
い
手

の
育
成
、
農
地
集
積
を
促
す
「
人
・

農
地
プ
ラ
ン
」
を
作
成
す
る
と
と
も

に
、
関
係
機
関
と
連
携
を
図
り
、
研

究
し
て
い
き
た
い
。

国
、
県
か
ら
の
情
報
、
資
料
等

は
把
握
し
て
い
る
か
。

近
日
中
に
県
、
市
、
町
の
職
員

及
び
業
界
団
体
を
対
象
と
す
る
研
修

会
が
行
わ
れ
る
が
、
今
後
は
、
各
種

関
係
団
体
や
関
係
機
関
な
ど
と
も
連

携
を
図
り
な
が
ら
、
積
極
的
な
情
報

収
集
に
努
め
て
い
き
た
い
。

市
税
の
公
平
公
正
な
徴
収
を

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
へ
の

推
進
と
、
耐
震
補
強
工
事
に
か
か
る

固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
の
状
況
は

ど
う
か
。

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
は
、

普
通
徴
収
か
ら
の
切
り
替
え
を
引
き

続
き
推
進
し
て
い
く
。
耐
震
補
強

工
事
へ
の
減
額
措
置
は
、
今
ま
で

2
6
7
棟
が
対
象
に
な
っ
て
お
り
、

引
き
続
き
広
く
周
知
し
て
い
く
。

村
松 　

尚 

議
員

新
東
名
を
市
発
展
に

活
か
す
べ
き

新
東
名
が
4
月
14
日
に
開
通
す

る
が
、中
村
大
日
線
を
北
に
延
ば
し
、

イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
側
に
接
続
す
る

等
、
沿
線
の
宇
刈
・
村
松
・
鷲
巣
・

三
川
地
区
の
土
地
利
用
基
本
構
想
を

作
成
す
べ
き
で
は
。

新
た
な
地
域
活
性
化
策
に
つ
い

て
、
こ
の
地
域
の
望
ま
し
い
あ
り
方

を
研
究
し
、方
向
付
け
て
い
き
た
い
。

小
笠
山
山
麓
開
発
の

方
向
転
換
へ
の
考
え
方
は

実
現
の
可
能
性
が
な
け
れ
ば
、

県
の
新
東
名
関
連
事
業
で
あ
る
「
内

陸
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
開
発
」
に
位
置
づ

け
ら
れ
る
よ
う
、
北
部
白
地
地
域
に

工
業
団
地
計
画
を
変
更
す
べ
き
で
は
。

小
笠
山
山
麓
に
つ
い
て
は
、
農

振
法
や
農
地
法
に
関
す
る
難
し
い
課

題
が
あ
る
が
、
解
決
に
向
け
、
県
と

の
農
業
調
整
を
進
め
て
い
き
た
い
。

ゆ
か
り
の
あ
る
自
治
体

と
の
交
流
を

釜
石
市
、
玉
城
町
、
長
野
市
篠

ノ
井
、
大
垣
市
、
木
島
平
村
な
ど
、

ゆ
か
り
の
あ
る
自
治
体
と
災
害
応
援

協
定
を
結
び
、
機
運
の
高
ま
り
を
見

て
、
友
好
都
市
の
締
結
を
し
た
ら
ど

う
か
。東

日
本
大
震
災
の
例
を
見
て

も
、
多
く
の
自
治
体
と
の
応
援
協
定

は
心
強
い
も
の
と
な
る
。
機
運
が
高

ま
れ
ば
友
好
都
市
へ
と
い
う
考
え
方

は
同
感
で
あ
る
。

兼
子 

春
治 

議
員

TPP問題などへの対策を進める本市の農業

旧袋井市において、平成2年度に作成された「袋井市村松・宇刈
地区土地利用基本構想調査報告書」より
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市政に対する 一 般 質 問


